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原子力安全対策等に関する要望書 

 
このたび、東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所におい

て、ＩＤカードの不正使用による中央制御室への入室、７号機の新規制基準に基

づく安全対策工事終了発表後の複数の未完了工事発覚、長期間にわたる核物質

防護設備の一部機能喪失という不適切な事案が相次いで発生しました。 
また、今冬のような豪雪時に原子力災害が重なった場合、計画に定められた防

護措置をとることは極めて困難となることが顕在化しました。 
さらに、新型コロナウイルス感染症について、未だ収束が見通せない状況が継

続している中、原子力災害時における感染症対策が大きな課題となっています。 
こうしたことから、柏崎刈羽原子力発電所に対する住民の不安は広がってお

り、国の審査はもとより、新潟県の３つの検証に対する住民の期待はますます高

まっています。 
一方、知事は「広域自治体として県が、立地自治体以外の自治体の意向を取り

まとめ、意思表示を行う」と述べておられます。 
これらのことを踏まえ、県内全３０市町村長で構成する「市町村による原子力

安全対策に関する研究会」としては、下記の事項について、適切に対応していた

だくよう要望いたします。 
 

記 
 
１ 企業風土や安全文化を含めた原子力事業者としての適格性、核物質防護

（サイバーテロ対策を含む）、及び豪雪時における屋内退避や避難の実効性

をはじめ、柏崎刈羽原子力発電所の安全対策や防護措置の検証を徹底的に行

い、その結果を住民に対して、直接分かりやすく説明すること 
 
２ 豪雪時や感染症流行下等の複合的なリスクを踏まえた原子力災害時にお

ける防護措置の実効性向上のため、国、市町村、関係機関と連携し、訓練を

重ね、地域防災計画及び広域避難計画の充実強化に取り組むこと 
 
３ 「立地自治体以外の自治体の意向」を取りまとめる具体的な方法を、でき

るだけ早期に示すこと 
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